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第１回白鷗大学学生法律討論会
活動報告１
１．討論会の概要
　白鷗大学法学部では、白鷗大学法政策研究
所の後援を受けて、平成19年7月4日15時よ
り、東キャンパス白鷗ホールにおいて「第１
回白鷗大学学生法律討論会」を開催した。出
題および審査は太矢一彦先生（東洋大学准教
授）にお願いし、司会は本学の白石が務めた。
　事前に学内において出場団体（１団体3
名）を募集したところ12団体36名から応募
があった。応募団体の数は予定をはるかに上
回っていたが、今回に限って全団体に出場機
会を与えるものとした。
　ルールは次のとおりである。問題は民法に
関するもので、約１ヶ月前に発表される。討
論会では団体ごとに代表者１名が8分以内で
その問題についての立論を行い、その後、立
論内容についての質疑応答が行われる。質疑
応答の時間は１団体につき7分であり、質問
者の１回あたりの質問時間は応答時間を含め
て最長２分30秒である。他の出場者のみなら
ず会場の見学者も質問をすることができる
が、審査員や教職員は質問をすることができ
ない。
　各出場団体につき、立論内容と質問に対す
る応答の仕方について審査員が採点を行い、
上位3団体を表彰する。各出場団体に対して
行われた質問についても審査員が別途採点を
行い、得点の高い3つの質問についてその質
問者個人（出場者か否かを問わない）を表彰
する。
２．問　題
　Ｘは、平成19年２月１日、不動産業を営む
Ｙ１との間で、4月30日を期限として、Ｘ所
有の土地・建物（以下「本件土地建物」とする）
の所有権移転および所有権移転登記手続と売
買代金8000万円の支払いとを引換えとする約
定で、売買契約を締結した。その際、Ｙ１は、
Ｘに対し、本件土地の地目を田から宅地に変
更し、道路の範囲の明示や測量をし、近隣者
から承諾を得るために委任状が必要であると
称し、委任事項白紙の委任状2通の交付を受
けた。
　さらにＹ１は、所有権移転の事前準備の必
要があると称して、同年２月5日から10日に
かけて、Ｘに対し「事前に所有権移転します
ので、本日、土地・建物の権利書を預かりま
す」と記載された預り証を交付し、Ｘに登記
白　石　智　則　
白鷗大学法学部専任講師
− 124 −
白石　智則
済証と印鑑登録証明書の交付を求めた。Ｘ
は、その預り証の記載を確認したにもかかわ
らず、あまり深く考えず、Ｙ１の言うまま本
件土地建物の登記済証・印鑑登録証明書を預
けた。この時点でも、Ｘは、売買代金の決済
と同時に、Ｙ１に本件土地建物の所有名義が
移転されるものと信じており、売買代金の決
済がなされるまでは、Ｙ１に対し、所有権を
移転させる意思はなかった。
　Ｙ１は、Ｘから交付された、右各書類を悪
用して、Ｘに対して売買代金を支払うことな
く、3月5日付で、ＸからＹ１への本件土地
建物の所有権移転登記を行った。そして、そ
の上でＹ１は、本件土地建物を自己のものと
して、3月15日、Ｙ２に6500万円で売り渡し
（移転登記は、3月16日付）、さらにＹ２は、
Ｙ3に対し、3月20日に本件土地建物を6500
万円で転売した（移転登記は、3月20日付）。
Ｙ２、Ｙ3は、Ｙ１に本件土地建物の所有権
が移転していないことにつき善意・無過失で
ある。
　以上のような事案において、Ｘは、Ｙ１、
Ｙ２、Ｙ3に対し、本件土地建物の所有権に
基づき所有権移転登記の抹消登記の請求をす
ることができるか。
３．出場団体（立論順）
①矢田ゼミＡ
　石田渓介、吉澤宏幸、小川貴弘
②白法会
　神田拓也、小菅彩香、旭晃
③矢田ゼミB
　鈴木康仁、大竹麻沙美、増田裕貴
④白石ゼミB
　戸祭雅行、湯浅隆之、直井和也
⑤三好ゼミ
　藤田晋、松永俊介、水越綾霞
⑥市民開放講座チーム
　木村由香、大川まゆみ、近藤源
⑦白石ゼミＡ
　高橋優太、山口堅也、大根田博章
⑧近藤ゼミ
　野寺理恵、永見綾子、茂木桃子
⑨矢田ゼミＣ
　西根隆介、高津戸淑文、小嶋政稔
⑩有志の会
　永倉幹士、西山延英、星野百合惠
⑪渡邊塾
　渡邊憲児、関達也、菅優介
⑫チームＺ
　大島孝一、岩尾新太郎、久郷裕亮
４．立論原稿
第１論者　矢田ゼミA
　ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3に対して本件土地建
物の所有権に基づき所有権移転登記の抹消登
記の請求をすることができる。
　実態と登記に違いがある場合、不動産登記
には公信力が認められないため、登記を信頼
した第三者は権利を取得しないのが原則であ
る。理由として、不動産においては、動産に
おいて公信力を認める即時取得の規定（民法
192条）のような規定が存在しないからであ
る。ここでは、①民法94条２項の類推適用、
または②同法110条類推適用との併用が考え
られる。
　①の要件として、Ⅰ他人名義の放置、Ⅱ他
人名義の承認、Ⅲ第三者の善意、Ⅳ第三者の
無過失が求められる。まずⅢとⅣに関しては
当てはまる。しかしⅠ、Ⅱは当てはまるとは
いえない。その理由としてまずⅠに関して、
Ｘは本件土地建物をＹ１が自己のものとして
第三者に売却したことを「知りながらにして
黙認していた」というものではなく、「放置」
という概念には当たらない。さらにⅡに関し
ていえばそもそも「Ｙ１名義」で売却するこ
とを承認していない。よってⅠ、Ⅱを満たし
− 125 −
第１回白鷗大学学生法律討論会
ておらず、①は認められない。
　②の要件として、①の要件と110条の要件
であるⅠ基本代理権の存在、Ⅱ第三者の正当
理由（善意・無過失）が要求される。まずⅡ
は善意・無過失であるため当てはまる。しか
しⅠに関してそもそもＹ１は自己のものとし
てＹ２に売却している時点で「代理」とはい
えず、当てはまらない。よって②との併用も
認められない。ゆえに②も認められない。し
たがって、上記の①、②の適用は出来ない。
　Ｘが重過失である時、①のⅠ、Ⅱが否定で
きずに放置及び承認がなくとも、これに匹敵
するほど重い帰責性が認められ、第三者が保
護される場合がある。しかし、本件事案にお
いてＸは地目変更等のために利用するものと
思う理由があり、Ｙ１に各書類を交付したも
のであり、元来、ＸからＹ１への本件土地建
物の所有権移転登記を承認していない。ま
た、Ｘが各書類を交付した後、接着した時期
に本件第１から第3の登記がなされており、
Ｘがこれを把握し、それを防止することは困
難であったと考えられる。したがって、Ｘの
過失の程度は低く、軽過失と判断することが
できる。よって重過失ではないため、「真の
権利者であるＸの帰責性」と「第三者である
Ｙ２、Ｙ3の保護」に値する事情との比較考
量のもと、不動産取引における静的安全を守
るためには真の権利者であるＸの権利を保護
すべきである。民法94条２項の類推適用が真
の権利者の犠牲を伴って第三者を保護する性
質を持つため、その要件として真の権利者の
意思的関与が必要と考えられるからである。
　虚偽の外形の作出はＹ１によってなされた
ものであり、Ｘはそれに合意・黙認もしてい
ないので意思的関与は無かったものと判断で
きる。しかし、このような場合に不実の登記
を信頼して取引を行った第三者を保護せず、
自ら不実の登記を作出した者を保護すること
は、取引の安全を害することになるので、第
三者を保護する必要がある。そして、そもそ
も民法94条２項の趣旨は、虚偽の外観を作出
した権利者に帰責性が認められる場合に、そ
の外観を信頼して取引関係に入った第三者を
保護し取引の安全を図る点にある。すると、
意思的関与が無くても、外観を信頼して取引
関係を行った第三者を保護すべき点で類推の
基礎があるといえる。
　そこで、①虚偽の外観の存在、②虚偽の外
観の作出に関する真の権利者の帰責性、③虚
偽の外観に対する第三者の信頼、の3つの要
件を満たす場合、民法94条２項類推適用によ
り第三者も保護されると考えられる。
　しかし、民法94条２項の類推適用を余りに
も広く認め過ぎると、その結果として事実上
登記に公信力を認めることになり、真の権利
者の静的安全を害することになる。
　そこで上記の①、②、③の要件を検討し、
民法94条２項の類推適用の限界を認めた上
で、不動産取引における動的安全と静的安全
の調和の観点から真の権利者の帰責性の程度
と第三者の保護の範囲を考慮する必要があ
る。
　①「虚偽の外観の存在」において、民法94
条２項の類推適用はどのように限界付かれる
か。
　「虚偽の外観」が存在するといえるために
は「不実の登記」がなされていることを要す
ると考えられる。よって、①「虚偽の外観の
存在」という要件においては不実の登記が要
求される点で、民法94条２項の類推適用は限
界付けられる。しかし、本件事案においては、
Ｙ１によってＸからＹ１への所有権移転登記
が虚偽によりなされているので、限界付けら
れない。
　②「虚偽の外観の作出に関する真の権利者
の帰責性」において、民法94条２項の類推適
用はどのように限界付かれるか。
　「真の権利者の帰責性」が認められるため
には、真の権利者が虚偽の外観の作出に積極
的な意思的関与がある場合である。例を挙げ
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ると、Ｘが自己所有の不動産を勝手にＹ名義
に登記して放置していたところ、これを知っ
たＹが事情を知らないＺに売却してしまった
という様な場合である。
　虚偽の外観が他人によって作出された場合
に真の権利者の帰責性が認められるためには
何らかの積極的な態様が必要か、単なる放置
のみで足りるかが問題となる。この点、動的
安全と静的安全の調和を図るべく、真の権利
者の積極的な関与を要するとの見解がある。
　しかし、本件事案に基づいて考えると、不
実の登記が真の権利者の意思的関与無くして
作出されたからといって、Ｘに名義を回復す
る必要があるとすると、第三者は不測の損害
を被ることになり、取引の安全を害する。名
義回復の費用は権利取得の対価を支出する第
三者よりも比較をすれば少額であるため、真
の権利者にそれを求めても酷とはいえない。
よって②「虚偽の外観の作出に関する真の権
利者の帰責性」という要件において民法94条
２項の類推適用は限界付けられない。ゆえに、
放置が真の権利者の帰責性として認められる
可能性がある。
　しかし、本件事案においては、「ＸはＹ１
の行った所有権移転登記を知らなかった」と
判断できるので放置には当たらない。
　③「虚偽の外観に対する第三者の信頼」に
おいて、第三者の信頼は無過失まで必要か
が問題になるが、94条２項は「善意」のみ
を規定し、「無過失」は求めていない。しか
し、本件事案のように第三者が信頼した虚偽
の外観が真の権利者の意図したものではない
場合、真の権利者Ｘの帰責性はやや弱く、第
三者との関係において静的安全を保護すべき
要請がより強く働く。そこで動的安全と静的
安全との調和の見地から、民法110条の趣旨
も加え、善意とともに無過失も必要という判
例の立場がある。以上により、③「虚偽の外
観に対する第三者の信頼」という要件におい
て、第三者に過失がある場合には民法94条２
項の類推適用は限界付けられる。
第２論者　白法会
　ＸはＹ１らに対し、本件土地建物の所有権
移転登記の抹消を請求できる。以下今回の結
論に至った理由を述べていきます。
　ＸはＹ１に対し売買代金8000万円と引き換
えに所有権移転及び所有権移転登記手続を委
任したが、Ｙ１は民法645条に定める債務（受
任者による報告）を全うせず、不完全履行に
当てはまる行為をしています。この行為に
よってＸはＹ１に対し契約の解除の意思表示
をすることができると考えられます。
　本契約での問題点は所有権移転及び所有権
移転登記手続きと売買代金8000万円の支払い
とを引き換えとする約定です。しかし、Ｙ１
はＸから譲り受けた各書類を悪用し、また
8000万円の支払いも未払いであり、また本件
土地建物の売買契約の期限を4月30日として
締結されていることから、契約の解除は可能
であると考えられます。この根拠となったの
は、契約とは本来相対する意思表示の合致に
よって成立する法律行為であるが、本契約に
おけるＹ１の行為は民法96条に定める詐欺行
為に等しく、ＸとＹ１との意思表示には相違
があるため、本契約は取消可能であるからで
す。契約の原則に基づくならば、Ｙ１は本件
土地建物の返還義務を負うが、民法96条3項
や民法545条１項にあるように第三者の権利
を害することができません。また本問ではＹ
１とＸとの間の契約が達成されていないにも
かかわらず、事実上Ｙ１は本件土地建物の所
有権を手に入れました。具体的内容としてＹ
１は本件土地建物を自己のものとしてＹ２に
対し売り渡しました。Ｙ２は本件土地建物の
所有者が登記上Ｙ１であることを確認・信用
し購入しました。民法704条にも定めがある
ように、悪意の受益者はその利益を返還しな
ければなりません。
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　なぜなら、Ｙ１はＸとの契約が成立したに
もかかわらず、Ｘに交付を求めた各書類を悪
用し、本件土地建物を自己のものとしまし
た。その後、本件土地建物の真の所有者がＸ
であるにも関わらず、登記上Ｙ１のものとな
りました。この点、本契約の約定がはたされ
ていない以上、真の権利者がＸであるため、
この登記は不実の登記であると言えます。
　そこで問題となるのは、Ｙ１の不実の登記
を信用して取引を行ったＹ２である。このＹ
１の登記が不実の登記であった以上、Ｙ２は
法律上保護されません。なぜなら、Ｙ１の登
記には公信力が認められず、登記という公示
を信頼しても、保護されないという原則に基
づくからです。よって、Ｙ１、Ｙ２との取引
は保護されず、本件土地建物のような不動産
の所有権移転登記では法律上有効に権利取得
できません。さらにこのＹ１の行った行為は
Ｘに対する不当利得と考えます。民法703条
には不当利得の返還義務が定められており、
本問でのＸの損失である本件土地建物をＹ２
はＸに返還する義務を負うことになります。
　そしてＸに本件土地建物が返還される場
合、ＸとＹ１との契約、Ｙ１のＹ２への本件
土地建物の売り渡し、Ｙ２からＹ3への売り
渡しが行われた期間は約一ヶ月半と短期間で
あることも返還を容易にできるものと考え
られます。なぜなら、この一連の期間が長期
間であった場合、ある問題が発生していたと
考えられるからです。それは、地目が田から
宅地へ変更されて長期間経過すれば、Ｘの土
地であると主張しても他者がそこに建物を建
て、そこで生活を送っていた可能性があり、
現実的な土地の変換が不可能になっていたか
らです。
　また、95条により、Ｙ１が行った所有権を
移転した後、Ｘに売買代金を支払うことなく
第三者に転売する行為はＸの意思表示との間
に明らかな錯誤が発生しています。Ｘが登記
済証や印鑑登録証明書を交付した目的は本件
土地建物の引き換えである8000万円を支払っ
てもらうためのものなのですから、Ｙ１が本
件土地建物の所有権移転登記手続をし、登記
上で自己のものとしたのと食い違いがあまり
にも著しく、Ｙ１がＸの受任者としての行為
だとすれば、それは利益相反行為であり認め
られません。
　さらに、短期間でＹ１からＹ3へ本件土地
建物の所有権移転登記が行われているよう
に、不動産を取得してすぐに売買すること
は、短期譲渡に該当し譲渡所得税などの負担
が大きいことから、Ｙ１らに対し疑念を感じ
ます。また、Ｙ２からＹ3への取引において、
Ｙ２は転売してもいかなる利益も生まれず、
その行為自体に作為的なものさえ感じられま
す。
　以上のことから、ＸはＹ１らに対し所得移
転登記の抹消登記を請求し、売買契約を解除
することができます。またＹ２およびＹ3は、
Ｙ１の行った不法行為により被った損害をそ
れぞれ請求することが可能である、という結
論に至りました。
第３論者　矢田ゼミB
　まず初めに、本問の結論を述べる。
　ＸはＹらに対して、所有権移転登記の抹消
登記の請求をすることができない。
　以下、民法94条２項、同法110条の類推適
用に基づき、このような結論に至った理由を
述べる。
　契約書は原則として作成するものである
が、しかし、初めのＸとＹ１との間での売買
契約において契約書等の作成は無かった。な
お、問題文中にある「約定」は「約束」と同
義である。ただし、約定を締結したことによ
り契約は成立している。契約から取引終了ま
で段階を踏んで大きなお金が動くのだから、
トラブルを防止することに念を入れるのは当
然であり、「約定書」等をＸとＹ１との間で
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発行するべきであった。
　本件土地建物を引き渡す時期、所有権移転
登記をする時期を契約書等で定めておけば、
本問のようなトラブルを未然に防げたはずで
ある。そして委任事項が白紙の委任状を交付
したことについてＸに帰責がある。Ｘは、Ｙ
１の称した内容を委任事項に書いておくべき
であった。
　さらにＹ１はＸに対し、「所有権移転の事
前準備がある」と称し、「事前に所有権移転
しますので、本日、土地・建物の権利書を預
かります」と記載された預り証を交付した。
Ｘが預り証の記載を確認した事実より、Ｙは
所有権移転の旨をＸに伝えたことがわかる。
これにより、すべてＹ１が代理人と称して勝
手に移転登記を行ったとは考えられない。そ
れに、ＸはＹ１が所有権移転の旨を口頭でな
く、預り証という書面で伝えたにもかかわら
ず、「あまり深く考えず」、それにより本件土
地建物の登記済証と印鑑登録証明書を交付し
た。しかし、それでもＸは所有権移転の意思
は無かったという。
　Ｘは預り証の内容と以前に締結した売買契
約の内容との食い違いに気付き、その旨をＹ
１に伝えるべきであり、これはＸに過失があ
ると考えられる。
　以上のような、Ｘの余りにもずさんでＹ１
任せの行動は、Ｙ１が本件土地建物の所有者
であるかのような外観の作出に積極的に関与
したと判断してよい。
　また、このような事実がありながらＸの言
い分である抹消登記、つまり登記面からＹら
の登記を無かったことにするという請求を認
めると、取引安全の保護の原則に反する。
　本問のように、代金の支払いが無いのに実
際に所有権が移転しているかのような外観が
あり、Ｙ２およびＹ3が安全に取引を行った
のは、上述のようなＸの余りにもずさんでＹ
１任せの行為によるものである。ＸとＹ１に
よってなされた虚偽の権利外観の作出によっ
て、不実の登記がなされたことについてのＸ
の帰責性の程度の重さは、相手方Ｙ１と積極
的に通じて虚偽の外観を作出したのと同視で
きる。さらに、Ｙ２およびＹ3はＹ１に本件
土地建物の所有権が移転していないことにつ
き善意・無過失である。
　また、補足として、仮にＹ１が初めから土
地の権利を自分のものにしようとＸに対して
詐欺を働いていた場合、民法96条3項より善
意の第三者Ｙ２およびＹ3が保護され、結果、
本件土地建物の所有権は安定的にＹ3に移転
するので、Ｘは抹消登記の請求ができない。
　なお、ＸはＹ１に対して不法行為、債務不
履行等を理由に損害賠償を請求できると考え
られるが、本問の論点から外れるため省略す
る。
　これまで述べた通り、民法94条２項、同法
110条の類推適用に基づき、善意の第三者保
護、また、取引安全の保護の原則という観点
からも、ＸはＹ１らに対して所有権移転登記
の抹消登記の請求をすることができない。
　御静聴、ありがとうございました。
第４論者　白石ゼミB
　ＸはＹ１からＹ3に対して本件土地・建物
の所有権に基づく所有権移転登記の抹消登記
の請求をすることができないと考えます。以
下、その過程を述べたいと思います。
　まず本問においてＹ２およびＹ3側からす
ればＸとＹ１との間に民法94条２項、110条
に基づき善意無過失である立場からＸの所有
権移転の抹消登記請求を退けることができる
と考えられます。そこで民法94条２項、110
条の類推適用が本問において適用されるかど
うかを述べたいと思います。94条２項の類推
適用においては、多くの裁判例においてその
帰責性の有無と適用範囲について見解が分か
れますが、本問においては94条２項のみでは
適用は難しいと考えられます。しかし94条２
− 129 −
第１回白鷗大学学生法律討論会
項と110条を合わせることで帰責性の幅が広
く適用されると考えられているので、本問で
のＸの帰責性はこの範囲に入ると考えます。
次にＸの帰責性について述べます。
　まずＸはＹ１に対して委任状ではなく白紙
委任状を交付している点で、白紙委任状は何
に使われるか分からない危険性が十分にあ
り、また預り証の記載には「事前に所有権移
転します…」と書かれているのを確認してい
ること、Ｙ１に対して登記済証と印鑑登録証
明書を返還させようと思えば返還できたのに
も関わらずそれを放置したという事実からＸ
の帰責性により民法94条２項、110条の類推
適用ができると考えられます。この主張に対
してＸは自己に所有権があるということをＹ
２およびＹ3に対抗することができないと考
えられます。
　そこで今回の事例においてＸは詐欺である
とＹ１に対して主張せざるを得ません。その
根拠としては以下の通りです。
　①Ｙ１はＸに、本件土地建物の売買契約の
締結時に、本件土地の地目を田から宅地への
変更のためや道路の範囲の明示や測量をする
ため近隣者から承諾を得る必要があると称し
委任事項白紙の委任状２通を交付させていま
す。これは実際には地目変更登記などをする
ために使用したとは考えにくいです。なぜな
ら本当に地目変更登記などを行っていたな
ら、その際にＸから交付された白紙の委任状
２通をすべて使用してしまうので、後にＸか
ら預かった登記済証、印鑑登録証明書だけで
は所有権移転登記をして自己の名義に書き換
えることができないからです。
　つまり、Ｙ１は契約当初からＸに対して欺
網行為を行い、Ｘの土地建物を金銭を支払う
ことなく自己のものにしてしまおうという意
思があったと考えられます。
　②また所有権移転の事前準備の必要がある
と言っているのにも関わらず、Ｘに交付した
預り証には「事前に所有権移転しますので、
本日、土地・建物の権利書を預かります」と
記載してＸから登記済証と印鑑証明書を交付
させています。このことからみるに、説明の
段階では所有権移転の準備とよそおったこれ
らの一連のＹ１の行動から察するに、本件土
地建物の所有権を自己に移すための地目変更
と称して白紙の委任状を事前に用意し、事前
準備と言っているのにも関わらず所有権移転
を記載した内容の預り証によりＹ１は契約締
結時以前からＸに対して欺網行為を行おうと
していたことは明白であります。
　よって私たちはＹ１からＹ3に対して抹消
登記請求できない以上、詐欺による損害賠償
請求をするほかないと考えます。
第５論者　三好ゼミ
　本件事例において、ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3
に対し、本件土地建物の所有権に基づき所有
権移転登記の抹消登記の請求をすることがで
きるか。
　民法94条２項、110条の類推適用により、
Ｙ２およびＹ3に対抗することができず、本
件土地建物の所有権に基づき所有権移転登記
の抹消登記の請求をすることはできないと考
える。
　Ｙ１はＸから交付を受けた登記済証と印鑑
登録証明書および白紙委任状２通を使用し
て、本件土地建物の所有権移転登記を行い、
本件土地建物を自己のものとしてＹ２に転売
し、Ｙ２はＹ3に転売している。通謀がない
場合に不実の登記を信頼した第三者を保護す
るため民法94条２項、110条の類推適用がな
されるかが問題となる。
　原則として、民法は登記に公信力を認めて
いない。登記に公信力が認められない以上、
Ｘの追認がない限り、Ｙ１は所有権を取得し
得ないのである。
　しかし、これを貫くと登記を信頼したもの
が不測の損害を被ることになりかね、取引の
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安全を害することになる。
　そこで、登記を信頼したものを保護する必
要がある。
　かかる第三者を保護するため、94条２項を
類推適用しえないか。
　そもそも、94条２項は権利外観法理の現れ
である。すなわち、権利があるとの外観が存
在し、その外観作出について本人に帰責性が
ある場合には、外観を信頼した第三者を保護
しようとするものである。
　とすれば、通謀虚偽表示を欠く以上、94条
２項の直接適用はできないが、虚偽の外観を
自ら作出している点で、同様の利益状況にあ
るといえ、類推適用し得ると解される。
　では、類推適用の第三者保護の主観的要件
としては、善意のみで足り、無過失は不要か。
　確かに、94条２項は、本来の権利者が自ら
の虚偽の外観を作出している点で帰責性が大
きいことから、第三者の保護を広く認めてよ
く、主観的要件としては善意しか要求してい
ない。この理は94条２項類推適用の場合にも
妥当し、主観的要件としては、善意のみで足
り、無過失は不要である。ただし、第三者の
信頼した外観が、本来の権利者の作出による
ものを上回り、本人の帰責性が小さい場合、
110条を併せ類推し、無過失をも要求すべき
である。
　他方で、権利外観法理を基礎に民法94条２
項の類推適用を余りに広く認めすぎると、登
記・登録に公信力を認めたような結果となり
本来の権利者の保護である静的安全を害する
ことになってしまう。そこで、不動産取引に
おける取引の安全である動的安全と静的安全
の調和の観点から、本来の権利者にどの程度
の帰責性があれば、第三者を保護すべきか。
　この点につき、判例は、虚偽の外観作出
につき、本人が関与していない場合であっ
ても、本人が虚偽の外観が作出されたことを
知りながら、これを存続させることを明示ま
たは黙示に承認していたときは、94条２項の
類推適用を認めている（最判昭和45年9月22
日）。
　逆に、権利者が虚偽の外観の作出につき積
極的な関与をしておらず、これを知りながら
放置していたと見ることもできない場合に
は、94条２項の類推適用を否定している（最
二判平成15年6月13日）。
　以上のことから、①虚偽の意思表示がなく
とも虚偽の外観が存在し、②通謀がなくとも
虚偽の外観作出について本来の権利者に帰責
性がある場合には、③その外観を信頼したも
のを保護しうると解される。
　そして、③については、第三者の信頼した
外観が本来の権利者の意思を上回る場合に
は、110条の法意に鑑み、権利者の帰責性が
比較的小さいことから、第三者の過失の有無
を考慮することで権利者の利益を図る必要が
ある。そこで、第三者は善意無過失であるこ
とを要すると解される。
　それでは、本件事例につき検討する。
　まず、①について。Ｘ、Ｙ１間での売買契
約に虚偽の意思表示はない。しかし、虚偽の
外観が存在していることから要件を満たして
いる。
　次に、②について。Ｘに帰責性があるか。
　確かに、ＸはＹ１に本件土地建物の登記済
証と印鑑登録証明書を預けてはいるが、これ
のみをもって帰責性を認めることはできな
い。これだけの事情で帰責性を認めては、登
記に公信力を認めることに等しくなってしま
うからである。
　しかし、本件Ｘにはただ登記済証と印鑑登
録証明書を預けたわけではなく、Ｙ１から預
り証を交付された際にこれを確認しているに
もかかわらず、あまり深く考えず、Ｙ１の言
うまま各書類を預けたという事情がある。各
書類を預けたという事情と、土地建物の売買
という不動産のような価値の大きな財産につ
いて安易に判断したＸの行動を考え合わせる
と、帰責性を認めることができると考える。
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よって、②の要件も満たしている。
　最後に、③について。Ｘは虚偽の権利の
帰属を示すような外観の作出につき何ら積
極的な関与をしておらず、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ3
の登記に至るまで、時間的接着性があること
から、本件不実の登記の存在を知りながら放
置していたと見ることもできない。このこと
を考慮すると、Ｘの帰責性は少ないと考えら
れ、第三者であるＹ２およびＹ3の信頼した
外観は、本来の権利者の作出によるものを上
回る場合に該当し、無過失を要する。Ｙ２お
よびＹ3は、Ｙ１に本件土地建物の所有権が
移転していないことにつき善意・無過失であ
ることから、③の要件も満たしている。
　以上のことからＸは、民法94条２項、110
条の類推適用により、Ｙ２およびＹ3に対抗
することができず、本件土地建物の所有権に
基づき所有権移転登記の抹消登記の請求をす
ることはできないと考える。
第６論者　市民開放講座チーム
　本問において、我々はＸはＹ１に対しては
抹消登記請求権が認められるが、Ｙ２、Ｙ3
に対しては認められないという結論に至りま
した。
　この事案はＸを保護すべきかＹ２、Ｙ3を
保護すべきか、静的安全か動的安全かどちら
を重視すべきかそのバランスにかかっている
ものといえます。念のためですが、皆さんの
なかに「騙される方が悪いのだ」ということ
で先ず第一にＹ１を保護すべきと考えるかた
はおられないと信じます。
　まず、Ｙ２を保護するためには、権利外観
法理を用いることが考えられます。
　権利外観法理とは、「真の権利者が自分以
外のものが権利者であるかのような外観を作
り出したときはそれを信頼した第三者は保護
されるべきであり、自らその外観を作った権
利者は権利を失ってもやむをえない」という
ものですが、虚偽表示の場面で具体化された
のが94条２項であり、代理の場面で具体化さ
れたのが110条です。
　これらの94条２項や110条を使い、Ｙ２を
保護することが考えられますが、その際最も
問題となるのが、Ｘに権利を失ってもやむを
得ないような事由が本当にあるのかです。こ
れは後で詳しく検討します。
　反対にＸを保護するためにはＸ自身に未だ
所有権があることが言えれば良いわけです。
日本では不動産のような価値の大きな財産に
対しては、真の権利者の保護を取引の安全よ
りも重視すべきことから不動産の取引に関し
ては登記に公信力がないとされています。登
記に公信力のない日本ではＹ１のもとにあっ
た登記をただ信頼しただけではＹ２は無事所
有権を取得する事は出来ないのです。
　ただし、民法94条２項が類推適用されると、
事実上不動産の登記に公信力が与えられるに
近い結果となります。これまで94条２項の類
推適用の事例はとくに不動産の登記が真実の
所有者以外の人の所にある場合に、登記名義
人を真実の所有者だと信じた第三者を保護す
るために用いられてきました。
　そう言うわけでこれまで伝統的に、民法94
条２項は静的安全と動的安全の調整機能を営
んできたわけです。
　勿論、安易に類推適用を認めると、真の所
有者たるＸを不当に害する事になるので慎重
に検討すべきです。
　それなのでＸ側に権利を失ってもやむを
えないという帰責性判断は、その時々の社
会での不動産取引の重要性や、経済発展の状
況や、登記制度に対する国民の信頼性の程度
によっても移り変わってゆくものだと思うの
で、現行の不動産登記法とその運用状況を理
解した上で妥当な結論を見出すべきだと思い
ます。
　例えば不動産登記事務取扱手続準則35条に
は、申請人となるべき本人から、この場合Ｘ
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のことですが、成りすました者、この場合は
Ｙ１ですが、申請を現にし、またはする恐れ
がある旨の申出があった場合に登記の申請が
あったときに登記官による本人確認をするこ
とになっています。
　もし、Ｘがこの制度を知っていたら今回こ
のような事故は起こらなかったのではないで
しょうか。また、Ｘは一件書類をＹ１に手渡
した時点でもしかしたら不実の登記がなされ
るかもしれないと予想すべきであったともい
えるわけです。
　平成16年の不動産登記法の改正により徐々
に不実の登記を防止しようとする方向にある
ものと考えられるので、平成18年２月23日の
判決はこれまでは94条２項類推によって保護
されるべきでなかった場面にまで保護範囲を
広げていると考える事ができるのです。
　類似の事案で最高裁平成15年6月13日判決
においては真の所有者側を保護しておきなが
ら、最高裁平成18年２月23日判決においては
逆に真の権利者の保護よりも取引の安全を重
視する結論になっていますが、この相違は、
中間の平成16年に不動産登記法の改正があ
り、登記制度が信頼性を具備するに従って、
最高裁は以前のように本人が不実の登記作出
につき積極的に関与した場合やこれを承認す
る意思を有していた場合のみならず、外観が
作出されたことにつき著しい不注意があった
場合まで射程距離を広げてＹ側を保護してい
るといえるわけです。その結果、Ｘの帰責性
を厳しくみたものと考えられます。
　以上を踏まえて本問について検討します
と、平成19年２月１日に契約した際、地目変
更、測量等の目的で白紙委任状を交付してい
る点、Ｙ１に基本代理権を授与したものと考
えられ、これに基づき代理権の範囲を逸脱し
て本件売買契約がＹ１、Ｙ２の間でなされた
点で110条の類推の基礎があると考えられま
す。さらにＸに対してＹ１のいうままに登記
済証・印鑑証明書の交付をした点に著しい不
注意があり、不実の登記作出につきこれを知
りながらあえて放置した場合と同視しうる帰
責性があったと考えられ、94条類推の基礎が
あると考えられます。ここで94条のみならず
110条まで要求する実益は、判例によります
と94条２項の第三者は善意で足りるので、Ｙ
２側に無過失を要求してＸとの間のきめこま
やかな利益較量をおこなうためのものだと解
せられます。
　よってＹ２はＹ１が所有者であると信頼し
たといえるので、94条２項、110条の類推適
用により、Ｙ２は所有権を取得し、Ｙ3は通
常の売買により所有権を承継取得したものと
考えられます。
　この結論に対して、Ｘ側としては、95条の
錯誤無効の類推適用を主張することも出来る
と思います。しかし、本件については、不動
産取引における今日の重要性に鑑みて、Ｘと
Ｙ２とどちらを保護すべきかという利益較量
をして、先の結論を考えました。
　このような目的論的解釈を採用することに
ついて異論のある皆さんもいらっしゃるかと
思いますが、立法の段階で一般的正義に重要
性を置いたものの、将来起こるべき具体的事
案への適用を予想してあるべき個別的正義を
実現していくことも法の重要な任務と考える
ので、Ｘにとって先祖伝来の土地を失うこと
は多大な損失であるということを考えてもな
お、通常の取引で一応相当な対価を払ってい
るにもかかわらず、土地を手に入れることの
出来なかったときのＹ２、Ｙ3の損失のほう
が大きいと考え、Ｙ２、Ｙ3側を保護するべ
きであると考えました。このように考える事
が法の目的たる正義にかなうものだと感じま
した。
第７論者　白石ゼミA
　結論、Ｘは、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ3に対し、本
件土地建物の所有権に基づき所有権移転登記
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の抹消登記を請求できる。
　まず、物権について述べる。物権とは人の
物に対する権利である。その人の物に対する
典型的な権利が所有権である。所有権とは物
の全面的な支配権であり、物を使用収益する
ことができ、処分することもできる権利であ
る。また、所有権者は所有権の内容の一部を
他人に与えることができる。所有権の円滑な
実現が侵害された場合、物権的請求権が発生
する。物権的請求権とは所有権が侵害された
ときに、不法行為による損害賠償ではなく、
直接的に侵害を取り除くことができる権利
である。根拠条文はないが、所有権という権
利を認める以上、当然に認められる権利とさ
れている。物権的請求権は侵害の態様に応じ
て返還請求権、妨害排除請求権、妨害予防請
求権の3つに類別される。要件は所有権の円
滑な実現が侵害されることで足りる。相手の
故意・過失は不要である。返還請求権の要件
は占有されていることである。これは物理的
に占有されていることは必ずしも必要ではな
く、本来あるべき占有がないというだけで十
分である。占有とは所持、つまり物理的に支
配し、かつ自己のためにする意思、つまり自
分のために占有していることが要件となる。
効果として代表的なもので本権があると推定
されることがある。妨害排除請求権の要件は
所有権の行使が権限なく妨害されることであ
る。妨害予防請求権の要件は所有権侵害が起
こる可能性があることである。
　次に物権の移転について述べる。典型的な
例として契約による不動産の所有権移転があ
る。不動産の物権変動において第三者に対抗
するために登記が必要である。登記には公示
の効果もある。しかし、公信力はない。公信
力とは真の権利状態と異なる公示が存在する
場合に公示を信頼して取引した者を公示通り
の権利状態があったものと同様の保護を与え
るというものである。このような登記制度で
は登記簿の内容を信用して不動産を購入して
も、何らかの要因で真の権利状態ではない登
記であったならば権利が移転しないというこ
とが起きてしまう可能性があり、取引の安全
を害してしまうことから登記を信じて取引を
したものは保護されるべきである。
　このように真の権利者が自分以外のものが
権利者であるような外観を作り出したとき
は、それを信頼した第三者は保護されるべき
であり、自らその外観を作った権利者は権利
を失ってもやむを得ないという考え方を権利
外観法理、または表見法理という。表見法理
による第三者保護規定は様々な条文で見るこ
とができるが、公信力のないわが国の登記制
度では民法94条２項を類推適用して善意の第
三者を保護している。民法94条は虚偽表示に
関する規定である。虚偽表示とは相手方と通
じて真意でない意思表示を行うことである。
契約の申込も承諾も真意でないから効果は無
効であるが、２項で善意の第三者には対抗で
きないとしている。善意とはある事実を知ら
ないことであり、この場合は虚偽の外観が作
られていることを知らないことである。民法
94条２項は、不動産の登記が真の所有者以外
のところにある場合、登記名義人を真の所有
者だと信じた第三者を保護するために類推適
用される。要件は真の権利者に積極的に承
認したといえるだけの帰責性があることで
ある。民法94条２項が類推適用される場面は
意思外形対応型として外形自己作出型と外形
他人作出型、そして意思外形非対応型の3つ
に類別される。意思外形対応型とは作り出さ
れた外形と真の権利者の意思が一致する場合
をいう。外形自己作出型はその虚偽の外観を
真の権利者が作り出した場合である。この場
合、通謀がないために民法94条は適用できな
いが、民法94条の趣旨に照らして類推適用さ
れる。外形他人作出型は虚偽の外観を作り出
したのが真の権利者ではなく、他人である場
合である。この場合、虚偽の外観を存続させ
ることに真の権利者が明示、もしくは黙示に
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承認したことを要件に類推適用が認められ
る。
　意思外形非対応型は真の権利者が虚偽の外
形を作り出すが、相手方が背任行為により別
な虚偽の外形を作り出した場合である。この
場合は真の権利者の帰責性は小さいと言える
が真の権利者が虚偽の外観を作り出すことを
認めたことに変わりはないことを理由に類推
適用をされる。しかし、意思外形非対応型で
は真の権利者の帰責性が小さいことから、善
意の第三者に無過失も要求している。この類
別は民法94条の趣旨に照らしてみても、真の
権利者が虚偽の外観を作り出すことについて
十分な帰責性が認められるので賛成できる。
ちなみに、代理人が与えられた代理権限を
越えた行為をした場合、第三者に無過失を要
求するために民法94条２項類推に加えて民法
110条（表見代理）法意によるという考えが
ある。この考えは、無過失を要求したところ
で前の取引が虚偽の外観なのかどうかの調査
義務を課すわけではないこと、真の権利者が
虚偽の外観を作り出すことに関してなんら承
諾していなくても、代理権を超えた代理行為
があれば容易に所有権が移転してしまい、真
の所有者の所有権を害する結果を生みかねな
いこと、この２点において賛成しかねる。
　以上のことを踏まえて本件を検討する。
　Ｘは売買代金の決済と同時に所有権を移転
させるつもりであったが、Ｙ１が、事前準備
と称して事前に所有権移転するために土地・
建物の権利書を預かりますという内容の預り
証をＸに交付するとともに、ＸはＹに対して
登記済証、印鑑登録証明書を交付している。
そしてＹ１はこれらを悪用し、自分に登記を
移し、そのＹ１の外観を信じたＹ２、Ｙ3へ
と登記が移っている。
　まず、本件土地建物の所有権は誰に帰属し
ているのかを検討する。本件ではＸに所有権
移転の意思がないにもかかわらず、Ｙ１がＸ
から預かった書類を悪用し、勝手に本件土
地建物の登記をＸからＹ１へ移転したのであ
るから所有権自体はまだＸに帰属している。
よって無権限であるＹ１から転売されたＹ
２、Ｙ3の本件土地建物の移転登記は不実の
登記であり、Ｘの所有権の円滑な実現を侵害
していることになり、妨害予防請求権が発生
する。
　次に民法94条２項が類推適用されるか検討
する。Ｘは預り証の内容を読んだにもかかわ
らず、登記済証、印鑑登録証明書を交付して
いる点にＸに帰責性がある。しかし、積極的
に承認したといえる事実はなく、民法94条２
項を類推適用する要件に欠けるので適用され
ない。よって善意無過失の第三者であるＹ２、
Ｙ3は民法94条２項による保護は受けられな
い。
　以上のことから、Ｘは妨害予防請求権を行
使することができるため、ＸはＹ１、Ｙ２、
Ｙ3に対し、本件土地建物の所有権に基づき
所有権移転登記の抹消登記を請求できる。
第８論者　近藤ゼミ
　私たち近藤ゼミは、「ＸはＹ１に対しては
抹消登記請求ができるが、Ｙ２、Ｙ3に対し
ては抹消登記請求ができない。」と主張しま
す。以下、その根拠について検討します。
　ある意味で被害者であるＸは保護されうる
のかという論点から、4つのパターンを考え
ました。１つ目は、詐欺の場合です。
　Ｙ１の言動はＸを錯誤に陥らせた詐欺行為
であり、Ｘは詐欺による契約取消しができま
す。詐欺による契約取消しをすると、契約時
にさかのぼって無効となるので、ＸはＹ１に
対して抹消登記請求ができます。しかし、96
条3項より、善意・無過失の第三者であるＹ
２、Ｙ3に対抗できません。
　２つ目は、債務不履行です。売買契約は双
務契約であり、原則、二つの債務は同時履行
の関係にあります。書面上ではＸは所有権移
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転済みなので債権履行済であるのに対し、Ｙ
１は売買代金未払いのため債務不履行である
ので、Ｘは債務履行の催告をした上で、契約
解除及び損害賠償請求ができます。しかし、
545条より、善意の第三者の権利を害するこ
とはできないので、Ｙ２、Ｙ3に対抗できま
せん。（詐欺・債務不履行の）どちらにしても、
第三者保護規定が条文に存在するために、Ｘ
はＹ１にしか抹消登記請求ができません。
　では、3つ目として、他人物売買ではどう
でしょうか。所有権移転について、わが国は
民法176条の意思主義により、原則、契約締
結時に所有権が移転します。しかし本件事
案では、Ｘ、Ｙ１間の合意で所有権移転及び
所有権移転登記手続と、売買代金8,000万円
を引き換えとする特約があり、売買代金が支
払われたときに同時に移転すると考えるのが
妥当です。Ｙ１はＸに売買代金8,000万円を
支払っていないから、所有権は移転しておら
ず、所有権はＸにあります。
　本件事案②の２段目にＹ１発行の「事前に
所有権移転しますので…」と記載された預か
り証の交付とありますが、これは特約で定め
た所有権移転時期を契約変更するものではあ
りません。ここにおける「所有権移転」とい
う文言は、あくまで、所有権移転登記の事前
準備を意味しているのです。
　以上により、所有権はＸにあることが証明
できました。したがって、Ｙ１は本件土地建
物について、無権利者となり、この場合でも
Ｙ１への抹消登記請求は可能です。
　無権利者の「登記」という外観を信用した
者は、通常、登記に公信力は認められないの
で保護されず、ＸとＹ２、Ｙ3のうち、先に
登記をしたほうが勝ち、となります。この場
合でも、登記がなされている以上、Ｙ２、Ｙ
3に対抗できません。しかし、ここでちょっ
と考えてみてください。Ｙ２、Ｙ3が被害者
であるように、Ｘもまた、Ｙ１にだまされた
被害者なのです。Ｘも保護されてもよいので
はと思いませんか。
　そこで、94条２項が類推適用されるか否か
について考えてみました。
　真の権利者であるＸと登記名義人であるＹ
１との間に「Ｙ１が真の権利者であるような
外観を作り出す手助けをした」という一定の
関係がなければＸは保護されます。そこで、
本件についてＸとＹ１との間に一定の関係が
あると見えるかについて考えてみました。
　本件事案ではＹ２、Ｙ3は本件土地建物の
所有権が移転されていないことにつき、善
意・無過失という不動の事実がある以上、Ｘ
の帰責性の程度によってＹ２、Ｙ3が保護さ
れるか否か、が決まります。つまり、ＸとＹ
１との間に94条２項が類推適用されうる一定
の関係があると見えるかどうかが判断の基準
となるのです。
　そこで、最後のパターンであるＸの帰責性
について考えてみましょう。
　まず、ＸがＹ１に対して委任事項白紙の委
任状を交付した点でありますが、ＸはＹ１か
らの「本件土地の地目を田から宅地へ変更
し、道路の範囲の明示や測量をし、近隣者か
ら承諾を得るために必要である」との依頼を
受けて委任状を発行したのですから、その際
に委任事項を明記すべきでありました。それ
にも関わらず白紙委任状を交付してしまった
のですから、受任者であるＹ１に濫用されて
も仕方がないと言えるでしょう。
　次に、売買契約から各種書類の交付まで10
日しかかかっていないことから、契約したて
の頃は、ＸとＹ１は蜜に連絡を取り合ってい
たことが伺えます。しかし、これ以降少なく
とも１ヶ月は何の連絡もないままであるの
に、ＸはＹ１に対し、何ら問い合わせをせず、
一連の手続きをまかせっきりにしておりまし
た。もちろん、問い合わせや催告をすべきで
あったでしょう。さらに、印鑑登録証明書と
登記済書（いわゆる土地の権利書）を売買代
金が支払われていないにも関わらず、安易に
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渡してしまったという点でありますが、特に
権利書は、不動産取引においてとても重要な
書類です。所有権という目に見えない権利を
視覚化するという働きも備えており、所有権
と同視すべき価値があります。
　Ｘ、Ｙ１間の特約を知らない人間から見れ
ば、この権利書を渡したことで所有権移転が
なされた、と考えるでしょう。
　この権利書が重要な書類であることは世間
一般的にしられていることではないでしょう
か。まして、不動産取引を行ったＸは当然知っ
ておくべきだったでしょう。ＸがＹ１に土地
の権利書を渡したことは、本件土地建物の不
実の権利の帰属を示す外観の作出に、積極的
とまでは言えませんが、間接的な関与を明ら
かにしており、このことこそが、Ｙ１の外観
作出の手助けをしてしまったと言えるのでは
ないでしょうか。
　以上のことより、Ｘの帰責性は善意・無過
失のＹ２、Ｙ3と比較し、94条２項の類推適
用という最終手段をもってしても、保護され
る余地はない、と考えられます。しかしなが
ら、権利外観法理の適用をあまりに拡げる
と、登記に公信力を認めてしまうという結果
となり、取引の静的安全を害することになっ
てしまいます。そこで、保護されるべき第三
者の要件を、善意だけではなく無過失も必要
とすることでバランスをとっているのであり
ます。
　以上より、ＸはＹ１に対しては抹消登記請
求を主張でき、Ｙ２、Ｙ3に対しては主張で
きないことが導かれます。
　ただし、今回の討論会では、法理論として
のみの考察が求められているため、この主張
をとりますが、実務上では、不動産登記法68
条により、ＸのＹ１に対する抹消登記請求が
認められたとしても、Ｙ１後に登記されてい
るＹ２、Ｙ3の寛大な協力・承認がない限り、
Ｙ１の抹消登記はできないので、実際にはＹ
１、Ｙ２、Ｙ3全員に対して抹消登記が難し
い、ということを付け加えてさせていただき
まして、近藤ゼミナールの立論とさせていた
だきます。
第９論者　矢田ゼミC
　私たちの結論は民法94条２項、110条を類
推適用し、ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3に抹消登記
請求できないという見解に至りました。
　民法94条２項、110条を類推適用した理由
としては、本問で通謀と通謀の意思表示がな
いので、民法94条２項を直接適用はできませ
んが、本問で、①虚偽の外観の存在、②真
の権利者の帰責性、③第三者の外観の信頼が
あることから、民法94条２項を類推適用しま
した。しかし、③の第三者の外観の信頼で
は、第三者であるＹ２はＹ１の登記を信用し
て本件土地建物の売買をしたと考えられ、登
記を信用したＹ２を民法94条２項類推適用で
保護すると、原則として登記には公信性がな
いのに公信性を広く認めたことになってしま
います。また、虚偽の外観作出に真の権利者
であるＸの意思的関与がないためＸの帰責
は弱く、民法94条２項類推適用だけでは第三
者を保護するために、理論的根拠が足りな
いので、Ｙ１に所有権がないのにもかかわら
ず、Ｙ２に本件土地建物を売買していること
から、権限外の行為の類似性をふまえ表見代
理である民法110条を類推適用し、登記の公
信力に関する「法の欠缺」を補充し、公信性
の幅を狭め、第三者保護要件に善意だけで
なく、無過失も要件として、民法94条２項・
110条を併用して類推適用しました。
　それでは、この結論に至った過程をレジュ
メにそって、述べていきます。まず、民法94
条２項を類推適用するために、①虚偽の外観
の存在、②真の権利者の帰責性、③第三者の
外観の信頼の3つの要件が必要となります。
これらの要件から本問にあてはまるものを探
して見ていくと、ＸとＹ１の売買契約で所有
− 137 −
第１回白鷗大学学生法律討論会
権移転は、8000万円の支払いと引き換えです
るという約定で行われていますが、Ｘに8000
万円が支払われないままＹ１がＸから交付さ
れた書類を悪用して単独で所有権移転登記を
してしまっています。しかし、約定からする
と、所有権移転は支払いと引き換えであるの
で、Ｙ１は所有権移転登記をしたが、Ｙ１に
本件土地建物の所有権は移転されていないこ
とになります。よって、この登記は不実の登
記となり、これが①の虚偽の外観の存在の要
件に当てはまります。
　次に②の真の権利者の帰責性をみていく
と、ＸがＹ１に委任事項白紙の委任状を交付
したことにより、Ｙ１が好きなように、委任
事項を書き込めるようにしてしまったこと
と、8000万円の高額な売買であるのに対し、
預り証の記載を確認したにもかかわらず、あ
まり考えずに、Ｙ１の言うまま不動産取引で
重要な書類である登記済証と印鑑登録証明
書を預けてしまったことで、Ｙ１に書類を悪
用され所有権移転登記されてしまっていま
す。ＸはＹ１に委任状を交付するとき、Ｙ１
から委任状が必要な要件を言われているのだ
から、その要件の部分を委任事項に書き込ん
でおけば、委任事項を白紙で交付せずにすん
だのではないかと考えられます。また、預り
証の記載を確認してよく考えていれば重要な
書類である登記済証と印鑑登録証明書を預け
ずにすむ可能性があったのではないか、そし
て、預り証の記載で「事前に所有権移転しま
すので…」と記載されていることから所有権
移転するのだからという理由で、売買の約定
どおり、そのときに8000万円の支払いを請求
するなどなにかしらの行動ができたのではな
いかと考えられます。これらのことから委任
事項白紙の委任状、登記済証と印鑑登録証明
書を安易に交付していることがＸの帰責とな
り、これが真の権利者の帰責性となります。
　最後に、③の第三者の外観の信頼では、第
三者であるＹ２、Ｙ3は善意・無過失でＹ１
の持っていた登記を信用して、Ｙ２は本件土
地建物の売買契約をしたと考えられ、Ｙ3も
善意・無過失なのでＸとＹ１の事情など知る
よしもないはずです。これらのことから第三
者の外観の信頼の要件に当てはまります。
　よって、民法94条２項を類推適用するため
の要件が成立します。
　民法110条を類推適用するためには①第三
者の善意・無過失と②第三者の正当理由が
必要となります。本問では第三者であるＹ
２、Ｙ3が善意・無過失であるから、①の第
三者の善意・無過失という要件に当てはまり
ます。②の第三者の正当理由は本件土地建物
の登記をしていたことで、Ｙ２はＹ１が真の
権利者であると信用してしまったと考えられ
るので、正当理由は本件土地建物の登記済証
を持っていたことにあります。よって、民法
110条を類推適用するための要件が成立しま
す。
　これらのことから、真の権利者であるＸの
帰責性と外観を信頼した第三者であるＹ２、
Ｙ3を比較衡量して、善意・無過失のＹ２、
Ｙ3を保護するべきではないかと考え、最初
に述べたとおり民法94条２項、民法110条を
類推適用し抹消登記できないという見解に至
りました。例外としてではありますが、不動
産登記法68条より第三者が抹消登記を承諾し
た場合は、抹消登記することができます。
第１０論者　有志の会
　Ｘは、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ3に対して、所有権
に基づき所有権移転登記の抹消登記請求がで
きます。以下、その結論に至った理由を説明
します。
　まず、本件土地建物の所有権の所在につい
て確認します。
　民法176条により、物権は意思表示のみで
移転するので、所有権はＸ、Ｙ１間の売買契
約締結時に、ＸからＹ１へ移転したように見
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えます。しかし、Ｘ、Ｙ１間の契約では、所
有権は売買代金と引き換えにより移転すると
決められています。民法の私的自治の原則か
ら、条文よりも契約が優先されるため、176
条の適用は無く、所有権は契約内容どおり代
金と引き換えに移転します。そのため、土地
建物の所有権はＹ１に移っていません。した
がって、無権利者Ｙ１と取引したＹ２および
Ｙ3も無権利者です。以上から所有権者であ
るＸは、Ｙ１、Ｙ２、Ｙ3に対して、所有権
に基づく抹消登記請求が出来ると考えられま
す。
　しかし、Ｙ２およびＹ3が、Ｙ１が本件土
地建物の所有権者であるとの登記を見たなら
ば、その虚偽の外観を信頼した者です。そう
であるなら、その保護の必要性は民法94条２
項の「第三者」と変わりありません。なぜな
ら、94条２項の趣旨は、虚偽の外観を信頼し
た者に、その信頼どおりの法的効果の発生を
認めることだからです。そのため、94条２項
を類推適用して、本件Ｙ２およびＹ3も保護
できないでしょうか。そこで、保護の要件が
問題となります。
　まず、虚偽の外観を信頼した者を保護する
のですから、要件の一つとして虚偽の外観の
存在が挙げられます。また、信頼どおりの法
的効果の発生を認めるため、第三者の外観へ
の信頼も要件とすべきです。この場合の信頼
の程度は、外観作出について真の権利者が直
接に何らかの関与をしていたなら、94条２項
の文言どおり「善意」で足りると考えます。
しかし、94条２項は真の権利者が直接関与し
ていた場合を前提としているため、「善意」
で足りるとしているのです。そのため、真の
権利者が直接関与していない場合に「善意」
のみで第三者を保護するのは、第三者が保護
される信頼の程度が軽すぎると考えられま
す。そこで、そのような場合は、越権代理の
規定であり、無過失も要求している110条も
類推適用すべきです。なぜなら、虚偽の外観
作出を許されたわけではないが、真の権利者
の何らかの行為によって相手方が虚偽の外観
を作出した場合は、越権代理の場合と状況が
類似しているためです。以上の二つの要件に
加え、真の権利者保護の必要性から、虚偽の
外観を真の権利者が作出したと言えるのと、
同等な帰責性が、真の権利者にあることも要
件とするべきです。これは、真の権利者が虚
偽の外観を作出したことを94条２項が前提と
していることや、真の権利者に権利を失う何
らかの事由が必要と考えるためです。
　次に保護される第三者の範囲ですが、94条
２項の第三者は、当事者と包括承継人以外の
者であって、虚偽表示の目的につき法律上利
害関係を有するに至った者と考えられていま
す。そのため、虚偽表示の目的によって利害
関係を持つことになったわけではない転得者
は、第三者に含まれないように思われます。
しかし、転得者が第三者に含まれないとする
と、転得者はその前主に対して民法561条の
追奪担保責任を追及することになりかねず、
善意の第三者を保護した意味が失われます。
また、転得者であっても虚偽の外観を信頼す
ることはありえ、直接無権利者と取引した者
と区別する必要はありません。したがって、
第三者には転得者も含まれます。
　以上の要件を本件に当てはめます。本件で
は、Ｙ１が土地建物の登記を備えていること
から、所有者であるかのような虚偽の外観が
存在します。また、Ｙ２およびＹ3は善意で
す。そして、本件Ｘは直接虚偽の外観を作出
したとは言えませんが、各種書類をＹ１に交
付し、Ｙ１が虚偽の外観を作出しています。
そのため、110条も類推適用して無過失も要
件とするべきです。それについてもＹ２およ
びＹ3は満たします。そして、Ｘの帰責性で
すが、ＸはＹ１に言われるがまま各種書類を
渡しているうえ、登記済証と印鑑登録証明書
を渡す際には、「事前に所有権移転します」
との内容の預り証に目を通したにもかかわら
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ず、深く考えませんでした。このことは、不
動産という財産価値の大きな物を取引するこ
とを考えると、Ｘの不注意からＹ１が虚偽の
外観を備えることが出来たと考えられないこ
とはなく、Ｘに帰責性を認めてよいとも思わ
れます。しかし、Ｙ１のように不動産業を営
み、不動産取引に関して知識や経験の豊富な
者から、「土地建物の移転準備に必要がある
ので用意してくれ」と言われれば、一般人な
ら、その者の言葉を信じてしまいがちです。
また、ＸはＹ１が移転登記を行ったことにつ
いて知りませんでした。したがって、Ｘに虚
偽の外観を自ら作出したのと同等な帰責性
は認められません。そして、Ｙ２は虚偽の外
観を信頼して利害関係をもつに至った者であ
り、また、Ｙ3はその転得者です。そのため、
Ｙ２およびＹ3は94条２項の言う｢第三者｣に
当たると言えます。
　以上から、 Ｘに帰責性が認められないこと
から、94条２項・110条類推適用の第三者保
護要件を満たさないため、Ｙ２およびＹ3は
94条２項の｢第三者｣にあたりますが保護され
ません。
　したがって、ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3に対し
て所有権に基づく所有権移転登記の抹消登記
請求が出来るとの結論に至りました。
第１１論者　渡邊塾
　ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3に対し、本件土地建
物の所有権に基づき所有権移転登記の抹消登
記の請求をすることができると考えます。以
下その根拠について論じます。
　最初にＸとＹ１間の法律関係から説明しま
す。 
　ＸとＹ１間では２月１日に土地建物の売買
契約を結んでいます。その際、所有権移転お
よび所有権移転登記手続きと売買代金8000万
円の支払いとを引き換えとする約定を結んで
います。しかし、Ｙ１はＸを欺き白紙委任状
を交付させました。さらに、登記済証と印鑑
登録証明書をも交付させ、本件土地建物をＹ
２に売却し、登記も移転しました。よって、
Ｙ１は約定に反し、履行遅滞となり、民法
542条に基づく債務不履行を負い、解除の請
求が可能となります。解除の効果として、民
法545条１項本文より、原状回復義務が生じ
ます。したがって、ＸはＹ１に対して所有権
移転登記の抹消登記の請求することができま
す。 
　次に、ＸとＹ２、Ｙ3間の法律関係につい
て説明します。 
　ここで一見するとＸはＹ２に請求できない
ように思えます。なぜなら、先ほどの原状回
復義務の遡及効は民法545条１項の但書から、
第三者の権利を害することができません。本
案件のＹ２は同条但書の第三者に該当すると
思われるからです。 
　しかし、そもそも545条１項但書の趣旨は、
解除の結果として、解除された契約によって
生じた法律効果が遡及的に消滅して、その遡
及効は物権的効力を生じるものとすると、第
三者が不測の損害をこうむる恐れがあるま
す。そこで、民法は第三者を保護するために、
解除の遡及効に制限を加えて、第三者の権利
を害することができないものとしたのです。 
　したがって、本案件の場合、Ｙ２は形式的
には第三者に該当しそうであるが、3月15日
から5日後の同月20日というきわめて短期間
かつ、6500万円で不動産を売買しているので、
Ｙ２にはなんら利益が上がっておらず、遡及
効が及んでも不測の損害を被る第三者に当た
らず、上述の趣旨から実質的には該当しない
と言わざるを得ません。したがって、本案件
のＹ２は保護の対象には当たらないと解する
ことができます。ＸはＹ２に対して所有権移
転登記の抹消登記の請求することができま
す。 
　よって、解除の原状回復義務はＹ２にも効
力が生じるためにＸはＹ２に対して所有権移
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転登記の抹消登記の請求することができま
す。 
　日本では、登記に公信力が認められていま
せん。なぜなら、動産と比較して不動産は経
済的価値が高いからです。
　最後にＸとＹ3の法律関係について説明し
ます。 Ｙ3もＹ２同様に善意の第三者であ
るが、上述のように545条１項但書の趣旨か
ら保護されないと解するべきであります。
　Ｘについて、当該移転登記がなされるのに
自ら積極的に関与した、あるいは、知りなが
らあえて放置した場合と同視しえるほど重い
積極的関与ないし帰責性がないために無権利
者の不実の登記を信じて権利取得を可能とす
る94条２項の類推適用ができず、また、所有
権はいまだＸの元にあり、なおかつＸは自ら
所有権移転の意思表示をしていないので、Ｘ
とＹ3間の契約が債務不履行によって解除さ
れてもＹ２、Ｙ3は同条の保護の対象となる
不動産の権利取得の基礎（所有権）を欠いて
いるので解除による遡及効が及んでも何ら問
題はないと解することができます。
第１２論者　チームＺ
　初めに、本件の設問の結論を述べます。こ
の設問において、ＸはＹ１、Ｙ２、Ｙ3に対
して所有権移転登記の抹消登記の請求をする
ことが出来ません。
　本件は、Ｙ１の虚偽の外観の作出がＸの不
注意な行動により発生したものであり、取引
の安全を確保するべく善意・無過失のＹ２、
Ｙ3への所有権移転登記を保護すべきものと
考えます。
　この結論に至った過程を述べますと、ま
ず、設問においてＹ１の委任状交付の要請に
対してＸは委任事項が白紙の委任状を交付し
ています。この際に既にＹ１は本件土地建物
をＸから詐取しようとしていた可能性が考え
られますが、Ｙ１が交付を要求していた委任
状の委任事項は、「地目の変更、道路の範囲
の明示、測量、近隣からの承諾」であり、Ｘ
はそれらを委任事項に記した上で交付すべき
だったと考えられます。
　次に、Ｘは代金決済と同時に本件土地建物
の所有権名義を移転するものと信じていたに
も関わらず、Ｙ１の「事前に所有権移転しま
すので、本日、土地・建物の権利書を預かり
ます」と記載された預り証の文言に対し、Ｙ
１に何ら言及することなく安易に登記済証及
び印鑑登録証明書を交付しています。ここに
おいても8000万円という高額で取引をする当
事者であるＸは慎重になり、プロである不動
産業者Ｙ１を信頼していたとしても預り証の
文言に疑問を持ち、何らかの言及をすべきで
ありました。また、あまり深く考えず交付
したとしても、Ｙ１が不実の登記をし、Ｙ2
へ所有権移転登記をするまでの約１ヶ月の間
に、Ｘは預り証に対する疑問を抱き、その疑
問をＹ１に問いかける可能性は十分にあり得
たと考えます。
　そこで、Ｘの請求に対し、民法94条２項を
類推適用し、虚偽の外観を信頼して取引した
Ｙ２、Ｙ3を保護します。類推適用に際し判
例理論では、このような虚偽の外観に対し真
正権利者がそれを知りながら放置し、明示ま
たは黙示の承認をすることが必要であるとし
ています。設問ではＸは虚偽の登記がなされ
たことを知りませんでした。また、類似の事
例の判例及びそれに対する評釈では、虚偽の
登記がなされるまでの１ヶ月間を放置と言え
ないのではとされております。
　ですが、Ｘが委任事項白紙委任状の交付を
したこと、Ｙ１の交付した預り証を確認した
が何ら言及せず登記済証及び印鑑登録証明書
の交付したこと、そしてこれらの書類をＹ１
に悪用される危険性を予見出来たにも関わら
ず何もすることなく１ヶ月が過ぎ、結局所有
権移転登記されてしまったという事実が、虚
偽の外観の放置及び黙示の承認と同視し得る
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ほど重い帰責性を持っていると考えられま
す。特に、意思はなかったにしろ預り証を確
認し、書類を交付していることは表面上所有
権移転登記を認めたということになります。
よって従来の事例よりＸの帰責性が低いとし
ても、虚偽の外観の作出はこのような不注意
が招いた結果であり、このような背景があっ
たことを知る由もなかったＹ２、Ｙ3は当然
に保護されるべきであります。
　このような理論構成に対して、学説からは
94条２項の類推適用をするだけでは第三者に
要求される正当事由が善意のみになってしま
うのではないか、また、類推適用の要件の緩
和により権利の静的安全が脅かされてしまう
のではないかという意見もあり、この設問で
も当てはまりうるでしょう。しかし、そもそ
も類推適用というのは、本来の条文の目的と
類似する状況に適用する解釈の技術であり、
本来とは異なる趣旨に適用するためには慎重
になるべきで、当然に条文よりも求められる
正当事由は厳しいものになるものと解しま
す。先述したように、設問も従来の類似事例
とは違い、Ｘの意識的関与がないことから、
一方的な、こじつけのような第三者保護は妥
当ではなく、カウンターバランスとしてより
第三者に正当事由が求められるのが妥当であ
りましょう。
　よって、設問でも94条２項を類推適用する
にあたって、第三者に要求される正当事由は
「善意」だけでなく、「無過失」が要求され、
善意無過失であるＹ２、Ｙ3はこれを満たし
ているため、類推適用が可能である、と考え
ます。また、権利の静的安全と動的安全の調
和については、オンライン登記のように不動
産取引が行いやすく、それに伴い権利の移転
が以前よりも流動的に、かつスピーディに
なった今日の社会では、権利の動的安全は今
までよりも厚く保護されるべきであると考え
ます。
　設問においても、Ｙ２からＹ3への移転登
記は短期間で行われていますが、先述した見
解から推測するに、それは今日の不動産取引
においては大いにあり得ることで、その取引
の保護はＸに対する静的安全より優先される
べきものと解します。また、短期的に取引が
行われた原因としてそのほかに考えうるもの
は、Ｙ２、Ｙ3が善意無過失であることから
他人物売買があげられますが、そうであった
としても同じく動的安全の保護に値するもの
であり、Ｘの請求は認められないものと考え
られます。
　最後に、我々の結論からは、Ｙ２がＹ１の
虚偽の外観を信頼したのではないかという観
点から、わが国では認められていない登記の
公信力を認めうる側面が存在しますが、設問
においてはその道のプロであるＹ１が自己の
ものとしてＹ２と売買をするに至ったのであ
り、その言葉を聞いた時点で信頼してしまう
のは至極当然であり、善意無過失であること
から、Ｙ１がＸに交付した預り証とは違い、
Ｙ２にはＹ１の言葉を疑う余地がなかったと
推測できます。つまり登記に対する信頼とい
うより、Ｙ１の言葉、スタンスにＹ２は信頼
を置いたということになるので、よって本問
において登記の公信力について論ずる必要性
はないと考えます。
　以上の理由により、我々は冒頭の通りＸは
登記上所有者であるＹ3、そしてすでに本件
土地建物を手放しているＹ１、Ｙ２に対して
所有権移転登記の抹消登記請求をすることが
出来ないと考えるに至りました。
５．採点結果
【立論の部】
第１位　有志の会
第２位　近藤ゼミ
第3位　市民開放講座チーム
【質問の部】
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第１位　木村由香（市民開放講座チーム）
第２位　石田渓介（矢田ゼミＡ）
第3位　永倉幹士（有志の会）
６．アンケート結果
（回答総数140件）
Ｑ１　身分・所属を教えてください。
１.法学部学生　 137人
２.他学部学生　　0人
3.院生　　　　　0人
4.教職員　　　　１人（教員）
5.市民　　　　　１人
6.その他（具体的に）１人（卒業生）
Ｑ２　Ｑ１で１または２と答えた方は、学年
　　を教えてください。
１.１年生　97人
２.２年生　26人
3.3年生　6人
4.4年生　6人
5.その他　１人
Ｑ３　Ｑ１で１、Ｑ２で１と答えた方は、次
　　のどちらの「民事法概論」の講義を受け
　　ているか教えてください。
１.水曜3限の「民事法概論」（担当：矢田） 
　　60人
２.金曜3限の「民事法概論」（担当：白石） 
　　54人
Ｑ４　性別を教えてください。
１.男性　88人
２.女性　47人
Ｑ５　討論会に出席した理由を教えてくださ
　　い。（複数回答可）
１.法律の討論会に興味があるから　60人
２.ゼミ・サークル等の仲間が出場するから 
　　16人
3.討論会の問題について講義でレポートを
　　書くと加点評価されるから　71人
4.タダ単に面白そうだから　29人
5.その他（具体的に）　3人（実生活に必
　　要なものだから）
Ｑ６　討論会の問題は難しかったですか？
１.かなり難しい　34人
２.難しい　　　　79人
3.ちょうどよい　20人
4.やや簡単　　　9人
5.簡単すぎる　　0人
Ｑ７　立論内容について理解できましたか？
１.ほとんど理解できた　　5人
２.少し理解できた　　　　98人
3.全く理解できなかった　27人
Ｑ８　このような討論会は、どのくらいの頻
　　度で開催すべきだと思いますか？
１.数年に１回　　　　5人
２.１年に１回　　　　51人
3.半年に１回　　　　57人
4.できるかぎり多く　26人
Ｑ９　次回の討論会は、どの分野について行
　　うのがよいと思いますか？（複数回答可）
１.また民法　48人
２.商法　　　12人
3.憲法　　　26人
4.刑法　　　71人
5.その他（具体的に）２人（刑事訴訟法、
　　民事訴訟法）
Ｑ10　次回以降の討論会に参加する意思はあ
　　りますか？
１.立論者として参加してみたい　9人
２.立論者は嫌だが、何らかのかたちで討論
　　会に積極的に関わりたい　21人
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3.立論者は嫌だが、一般参加者として見に
　　来たい　83人
4.参加したくない　11人
Ｑ11　今後、法学部で開催して欲しいイベン
　　トがあるなら教えてください。（複数回
　　答可）
１.今回のような討論会　69人
２.違った形の討論会（具体的に）14人（ゼ
　　ミ対抗で全般的な法律討論会、刑事裁判
　　についての討論会、本物の弁護士を呼ん
　　だ討論会）
3.講演会（具体的に）15人（福岡先生の講
　　演会、現役弁護士の講演会、裁判官の講
　　演会）
4.模擬裁判　62人
5.その他（具体的に）２人（スポーツ系の
　　大会）
Ｑ12　今回の討論会で、あなた自身がよかっ
　　たと思う出場団体はどこですか？（３団
　　体まで回答可）
１.三好ゼミ　　　23人
２.近藤ゼミ　　　31人
3.矢田ゼミＡ　　9人
4.矢田ゼミB　　23人
5.矢田ゼミＣ　　12人
6.白石ゼミＡ　　7人
7.白石ゼミB　　15人
8.白法会　　　　17人
9.有志の会　　　22人
10.チームＺ　　　17人
11.渡邊塾　　　　13人
12.市民開放講座チーム　28人
Ｑ13　そのほか、今回の討論会についての感
　　想をお聞かせください。
• １年生でついていくのは難しい（多数）
•いろいろな考え方があり勉強になった。刺
　激になった（多数）
•自分の知識の無さを実感したので、次回は
　多くの知識を身につけて参加したい（多数）
•楽しかった
•今後もこのように学生に刺激を与える機会
　を作ってほしい
•私語があったのが残念
•参加団体が多すぎる（多数）
•時間が長すぎる
•会の進行がグダグダである
•質問時間が短い
•話し方や口調によって説得力に差があると
　感じた
•スクリーンで図などを出せばわかりやすく
　なると思う
•難しい法律用語を解説してほしい
•声が聞き取りにくかった
•詳しく書いてある資料を配布して欲しい
•出場団体（とくに3・4年生）のレベルの
　高さを感じた
•もう少しレジュメにしたがって説明してほ
　しかった
•みんな似たような考えで聞いていて面白い
　とは思わなかった
•時事問題に対する討論会も聞いてみたい
